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　宇美町の平成 23 年度当初予算が３月議会で審議され、可決されま

した。一般会計の予算総額は、99 億 374 万１千円で、平成 22 年度の

当初予算と比べて２億 5,637 万１千円の増額となりました。平成 23

年度の財源不足１億 8,000 万円は、基金積立金の取り崩しにより補て

んします。

会計別予算の内訳
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 国民健康保険特別会計

 後期高齢者医療特別会計

 流域関連公共下水道事業特別会計

特別会計合計

 上水道事業会計
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平成 23 年度予算額

99 億 374 万１千円

45 億 5,508 万３千円

３億 1,948 万５千円

12 億 5,951 万１千円

61 億 3,407 万９千円

５億 6,531 万６千円

６億 2,733 万６千円

１億 4,210 万３千円

４億 2,788 万８千円

一般会計

平成 22 年度予算額

96 億 4,737 万円

39 億 1,332 万２千円

２億 8,175 万円

12 億 4,237 万円

54 億 3,744 万２千円

６億 3,569 万７千円

６億 2,620 万４千円

3,432 万６千円

３億 3,075 万３千円

増減額 前年度比
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ー11.1％

＋0.2％

＋314.0％

＋29.4％

一般会計の歳入

　自主財源の大半を占める町税は、現下の経済情勢を踏まえ推計を行った結果、全体

で前年度比１．２％減（４，０９５万７千円減）となりました。一方、依存財源の約半

分を占める地方交付税は、地方財政が極めて厳しい状況に配慮して、本年度について

も増額となる見込みです。

　町債は、臨時財政対策債の減等により前年度比４．９％減（４，５０６万８千円減）

となっています。また、本年度の財源不足１億８，０００万円（対前年度比４，０００万

円増）については、基金積立金の取り崩しにより補てん措置を行っています。

一般会計の歳出

　支出目的の中で、最も多くの構成割合（31．７％）を占めるのは、高齢・障がい者福祉や児童福祉等に

使われる民生費です。今年度も子ども手当や障がい者自立支援給付費等の増により前年度比 11．４％増

（３億２，２２７万８千円増）と大きく伸びています。次に多くの割合（13．６％）を占める衛生費は、子

宮頸がん等ワクチン接種委託費の増等により前年度比３．７％増（４，８４３万３千円増）となっています。

　その他では、災害復旧事業費が前年度比 77．１％減（６，２４２万５千円減）、土木費が前年度比９．０％

減（５，８９７万６千円減）、公債費が前年度比８．３％減（１億８８８万５千円減）となった一方で、労

働費が前年度比１７５％増（４，５８３万１千円増）、議会費が前年度比 24．５％増（２，５３８万１千円

増）等となっています。また、建設事業等に使われる投資的経費（普通建設事業費と災害復旧事業費）

は、平成 21年度の豪雨災害復旧事業の終了等により前年度比 15．４％減（１億５５４万７千円減）の

５億８，０５３万９千円となりました。

枠配分予算編成

　宇美町では、平成 22 年度から導入した事業別予算編成に加えて、この平成 23 年度当初予算から「枠

配分予算編成」を経常経費の一部において実施しています。

　「枠配分予算編成」とは、各課（局・室）が主体的に予算編成を行うために、一定の額を各課等に配分

し、その範囲内でその課等の予算を組み立てる予算編成方法です。今後は、配分する経費の選定を拡大

する方向で検討し、より安定的な財政運営を行いたいと考えています。

５年間の当初予算歳入・歳出状況（一般会計）

平成 2 3 年度当初予算

※その他には、議会費、労働費、農林水産業費、

　商工費、消防費、災害復旧費、予備費が含ま

　れています。

※その他には、地方譲与税、各種交付金、分担

　金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入、

　寄附金、　繰入金、繰越金、諸収入が含まれ

　ています。
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　自主財源とは、町独自で収入できる財源のことをいい、依存財源とは、国や県の意思決定がなければ

入らない収入のことをいいます。自主財源が多いほど、町の運営がより自由になり、安定性が確保され

ることになります。

　自主財源には、町税、その他（分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入、寄附金、繰入金、繰

越金、諸収入）があります。また、依存財源は、地方交付税、国・県支出金、町債、その他（地方譲与

税、利子割交付金などの各種交付金）で構成されています。

自主財源と依存財源

５年間の自主財源・依存財源状況（一般会計）
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